
平成29年度 運動部活動の在り方に関する調査研究事業（案） 資料６

中学校・高等学校の教員、生徒、保護者、外部指導者等を対象とした運動部活動等に

関する総合的な実態調査を実施する。

＜委 託 先＞東京書籍株式会社

＜実施体制＞有識者によるワーキンググループを設置

スポーツ医・科学の観点を取り入れた、生徒の発達段階や学校生活への影響を考慮した

練習時間や休養日の設定に関する調査研究を実施する。

＜委 託 先＞(公財)日本体育協会(スポーツ科学研究室)

＜実施体制＞有識者によるワーキンググループを設置

＜実施内容＞○文献研究及びヒアリング調査（国内外）

○実態調査の結果に基づく生徒の心身の健康状態等に関する分析

○スポーツに関する知識・知見等を有する医者に対するアンケート調査 等

運動部活動の在り方に関する総合的なガイドラインの作成

運動部活動等に関する実態調査

運動部活動に関するスポーツ医・科学的調査研究

運動部活動の指導のみならず、顧問、単独で引率等を行うことができる運動部活動の

指導者を定着させるための課題及び民間活力による新たな運動部活動の仕組みを構

築するための課題を探り出し、その解決策について実践研究を行う。

＜委託先＞

岩手県、静岡県、大阪府、岡山県、山口県、愛媛県、熊本県南関町、

沖縄県うるま市

＜実施体制＞本検討会議の委員から随時助言を受けて行う

＜実施内容＞○指導者研修プログラムの開発等（岩手県、大阪府、南関町）

○地域人材バンクの構築（静岡県）

○プロチームとの連携（山口県、愛媛県）

○総合型SCとの連携（岡山県）

○民間資金の活用（うるま市）

民間活力による運動部活動支援体制の構築のための実践研究


